
 

2015年 10月 27日 

 

各⾏政機関による⾏政⽂書管理の点検・監査項⽬を 
調査しました（速報） 

 
最も点検・監査項⽬が少なかったのは⾦融庁（9 点／68 点）、復興庁・厚
⽣労働省・特許庁（各 15 点／68 点）、内閣法制局（16 点／68 点）、
原⼦⼒規制委員会（18 点／68 点） 

 

 

 公文書管理法の見直しの検討が公文書管理委員会で始まりました。10月 28日に開催

される公文書管理委員会で第 2回目の見直しの検討が行われます。 

 公文書管理をめぐっては、最近では内閣法制局の集団的自衛権の検討経過未作成、原

子力規制委員会の行政文書ファイル管理簿未公表と、法制度と運用の実態が必ずしも合

っていないことが明らかになっています。 

 法律の条文の検討も重要ですが、その検討の前提として、実際の運用実態がどのよう

なものなのかを十分に踏まえる必要があります。その一つの手がかりが、年 1回以上実

施することとなっている各行政機関の行う点検・監査です。公文書管理法、施行令、行

政文書管理ガイドライン、行政文書管理規則等に定められた行政文書の管理に関する規

定が、実際に行政文書を管理している現場で実行されているかどうかを確認するための

ものです。 

この点検・監査の実施の有無と指摘事項と改善の概要は、年 1回内閣府から公表され

る「公文書の管理等の状況について」で明らかにされます。しかし、行政機関ごとにど

のような点検・監査項目を実施したのかについては明らかにされておらず、各行政機関

からも公表されていません。何を点検・監査したのかがわからずに、公文書管理法の実

行状況を評価することはできません。そこで、情報公開クリアリングハウスでは、各行

政機関の点検・監査項目の情報公開請求を行い、その状況を取りまとめました。 

なお、今回は第一次取りまとめです。最終的には、調査報告として取りまとめる予定

です。 

 

1 情報公開請求 

請求年月日：2015年 8月 17日付 

請求内容：行政文書管理規則において年 1回以上行うとされている行政文書の管理

状況の点検・監査項目、点検・監査の手順のわかるもの 
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2 今回取りまとめた⾏政機関 

内閣官房、内閣法制局、人事院、復興庁、内閣府、宮内庁、公正取引委員会、警察庁、

金融庁、消費者庁、総務省、法務省、公安調査庁、検察庁、外務省、財務省、国税庁、

文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、特許庁、国土交通省、 

海上保安庁、環境省、原子力規制委員会、防衛省、会計検査院 

 

 ※上級庁のものをそのまま用いて特に独自の取り組みのないところは除いた 

 

 複数年度の点検・監査項目が開示された行政機関もあったが、2013年度（平成 26年

度）の点検・監査項目を対象に取りまとめた。なお、警察庁に関しては 2013 年度が監

査項目のみであり、多年度では検査も実施していたため 2012 年度分の点検・監査項目

を例外的に対象にした。 

 

3 取りまとめた点検・監査 

複数年度の点検・監査項目が開示された行政機関もあったが、2013年度（平成 26年

度）の点検・監査項目を対象に取りまとめた。なお、警察庁に関しては 2013 年度が監

査項目のみであり、多年度では検査も実施していたため 2012 年度分の点検・監査項目

を例外的に対象にした。 

 今回の調査では、行政機関によっては、一般職員、文書管理者による点検の両方行っ

ているところもあったが、今回は一般職員の点検項目は除いた。行政文書管理に関して、

具体的な確認項目を示したものとして、各行政機関で次のものを特定した。 

 

 点検等の項目の設定状況 

行政機関名 
文書管理者の

点検 

総括文書管理

者の点検 
監査 

内閣官房  ○  ―  ― 

内閣法制局  ○  ― ― 

人事院  ○  ― ○ 

復興庁  ○  ―  ○ 

内閣府  ○  ○  ― 

宮内庁  ○  ― ― 

公正取引委員会  ○  ― ― 

警察庁  ○  ○  ― 

金融庁  ○  ― ― 

消費者庁  ○  ― ― 
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行政機関名 
文書管理者の

点検 

総括文書管理

者の点検 
監査 

総務省  ○  ― ○ 

法務省  ○  ― ○ 

公安調査庁  ○  ― ○ 

検察庁  ○  ― ○ 

外務省  ○  ― ― 

財務省  ○  ― ○ 

国税庁  ○  ― ○ 

文部科学省  ○  ― ― 

厚生労働省  ○  ― ○ 

農林水産省  ○  ― ○ 

経済産業省  ○  ― ― 

特許庁  ―  ― ○ 

国土交通省  ○  ― ○ 

海上保安庁  ○  ― ○ 

環境省  ○  ― ― 

原子力規制委員会  ○  ― ― 

防衛省  ○  ― ― 

会計検査院  ○  ― ― 

 

 

4 点検・監査されているべき項⽬ 

 行政文書の管理として、例えば行政文書管理ガイドラインは、文書の作成、行政文書

等の整理、保存、行政文書ファイル管理簿、移管・廃棄・保存期間の延長等、検査・監

査・報告、研修等から構成されているため、ガイドライン及び各行政機関の行政文書管

理規則から以下の項目を点検・監査されているべき項目とした。 

 また項目数が多いため、各行政機関の状況を分かりやすく示すため、具体的な点検等

の事項を示しているものを 2 点、項目はあるが具体性のないものを 1 点、項目がない場

合を 0 点として、68 点を満点に点数化した。 

 

 【注】設定項目が具体的でない場合としては、例えば、文書の作成義務についてガ

イドライン・規則の求める範囲の文書の作成状況の点検・監査を行う項目であ

れば 2点、行政文書が適切に作成されていると書かれている場合は 1点として

いる。 
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作成 

意思決定過程、事務事業の実績に係る文書の作成義務 

別表 1に掲げられた業務について類型を参酌し他文書の作成 

議事に関する記録の作成 

反復利用が可能な書式等の電子掲示板の掲示 

整理 

作成・取得した行政文書の分類、名称、保存期間と満了日の設定 

行政文書ファイルの作成 

東日本大震災に関する行政文書ファイル等の適切な作成・保存 

行政文書ファイルを分類、名称、保存期間と満了日の設定 

わかりやすい行政文書ファイルの名称 

標準文書保存期間基準の策定・見直し 

歴史公文書等に該当する者の保存期限が 1年以上になっているか 

保存 

紙文書の保存場所・方法 

電子文書の保存場所・方法 

個人的な執務参考資料と行政文書ファイルを区分して保有しているか 

行政文書の引継ぎ手続 

ファイル名等と行政文書ファイル管理簿との齟齬がないか 

行政文書ファイ

ル管理簿 

一般の閲覧・インターネットでの公表状況 

閲覧場所を変更した場合の官報での公示を行っているか 

行政文書ファイル等の現況の管理簿への記載 

行政文書ファイル等の名称に不開示情報が記載されていないか 

行政文書ファイル等の廃棄・移管した場合の管理簿からの削除 

総括文書管理者が調整した移管・廃棄簿への記載 

移管・廃棄・保

存期間の延長 

保存期間満了時の措置を定めているか 

保存期間が満了した行政文書ファイル等の移管・廃棄 

廃棄に関する総理大臣の同意 

廃棄不同意の場合、新たに保存期間等を設定したか 

移管文書の利用制限に関する意見を付けたか 

保存期間を延長した場合に、期間と理由を明らかにしているか 

点検・監査・管

理状況の報告

等 

ファイル管理簿と現存する行政文書ファイル等の現況が一致しているか 

文書管理者による行政文書の管理状況、検査結果の報告 

総括かつ文書管理者は点検・監査の結果等を踏まえて管理に必要な措置

を講じたか 

紛失・誤廃棄の総括文書管理者への報告 

研修 
文書管理者は職員を研修に参加させているか 

行政文書の管理に関し文書管理者が必要な指導を行っている 
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5 項⽬の集計結果（得点の低い順） 

 

 作成  整理  保存
ファイル

管理簿

移管・廃棄・保

存期間延長 

検査・監

査・報告 
研修等  合計

フルスコア  8  14  10  12  12  8  4  68 

金融庁  0  2  2  2  0  1  2  9 

復興庁  1  2  6  2  2  0  2  15 

厚生労働省  2  4  6  0  1  2  0  15 

特許庁  0  6  4  2  3  0  0  15 

内閣法制局  1  2  6  2  3  0  2  16 

原子力規制委員会  0  6  7  2  3  0  0  18 

防衛省  0  7  4  2  4  2  0  19 

国税庁  2  4  0  4  2  5  4  21 

外務省  2  5  5  2  5  1  2  22 

内閣官房  3  8  6  2  2  2  2  25 

公正取引委員会  2  6  8  2  2  2  4  26 

文部科学省  4  5  6  2  6  2  2  27 

経済産業省  3  6  8  2  8  2  4  33 

総務省  4  8  7  6  4  4  4  37 

警察庁  4  10  8  6  6  3  2  39 

公安調査庁  3  8  10  4  10  4  4  43 

検察庁  3  8  10  4  10  4  4  43 

宮内庁  4  10  10  4  8  6  4  46 

消費者庁  4  10  10  8  8  4  4  48 

会計検査院  4  10  8  8  8  6  4  48 

財務省  4  12  10  8  8  4  4  50 

人事院  4  12  10  8  8  6  4  52 

法務省  4  12  10  4  10  8  4  52 

海上保安庁  3  12  10  8  10  6  4  53 

農林水産省  4  14  10  6  12  6  2  54 

環境省  6  10  10  10  7  8  4  55 

国土交通省  6  12  8  8  12  6  4  56 

内閣府  8  10  10  12  10  8  4  62 
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6 若⼲の考察 

 別表 1が、個別の項目別の状況を一覧にしたものである。 

 

点検・監査の項目を調査して、行政機関によって項目に相当のばらつきがあること

がわかった。点検項目は、公文書管理に関する関係省庁連絡会議の申し合わせで項目

が示されているといわれており、この申し合わせを各行政機関の状況に合わせて調整

をして用いている行政機関は、概してスコアが高い。公文書管理法とその関連するガ

イドライン、規則等から作られているため、当然のことである。最もスコアが高いの

は内閣府の 68点中 62点で、基本的事項は網羅されていた。国土交通省が次いでスコ

アが高く 56点、次いで環境省の 55点である。50点を超える行政機関は基本的な項目

はおよそ網羅されている。 

 

 一方、点検・監査項目が行政文書管理ガイドライン及び行政文書管理規則の項目に

照らした、具体的な項目設定に欠けていた行政機関はスコアが低い。金融庁の 9点、

復興庁、厚生労働省、特許庁の 15点、内閣法法制局の 16点、子力規制委員会の 18

点、防衛省の 19点だ。 

 

金融庁は、情報セキュリティに関する点検項目の実施が、行政文書管理の点検とさ

れていた。タイトルも「文書事故等の防止に向けた留意事項」であり、対外的な情報

発出時の留意事項などの確認項目が中心で、公文書管理法の遵守状況の点検とは言え

ない内容だった。 

  

復興庁は、具体的な点検項目の提示がなく、抽象的な項目のみの資料しか確認でき

ず、具体的に何の履行状況を点検しているのかが不明確だった。原子力規制委員会

は、「文書の作成」「ファイル管理簿」の点検項目がなかった。行政文書ファイル管理

簿を、発足以来公表していなかったことが先日明らかになったばかりだが、そもそも

点検項目としていなかった。また、文書の作成義務についての点検も行っていない。 

 

 なお、原子力規制委員会は経済産業省の点検項目を下敷きに作成されたと思われる

もので、特許庁も同様である。経済産業省のスコアは 33点で、点検項目と監査項目を

合わせてのものだ。原子力規制委員会、特許庁とも点検項目も経産省より少なく、監

査については項目の情報がなかった。 

 

 防衛省は、点検項目は少ないが、研修受講時に事前点検をさせる項目は詳細である

ことが確認された。ただし、これは研修用に自己点検であって、研修に関する説明文

書等から確認できる範囲から、行政文書管理規則に定める点検とは異なるものと判断
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した。研修用の事前点検を含めるとスコアは相当に向上するので、規則上の点検とみ

なせる客観的な状況が確認できれば、再評価することになる。 

 

 点検・監査は、行政文書の管理が規則等にのっとって実施されているかを確認する

ことに意義がある。規則等に照らして具体的な点検・監査項目が設定されていない行

政機関は、適切な点検・監査を実施したとは言えない。今回の調査でスコアの低かっ

た行政機関については、項目を見直したうえで点検・監査を行うことを求めたい。 

 

 

7 本件の問い合わせ等 

特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス 

担当 三木 由希子（理事長） 

 

〒160‐0008 東京都新宿区三栄町 16‐4 芝本マンション 403 

TEL.03‐5269‐1846 FAX.03‐5269‐0944 

E‐Mail icj@clearing‐house.org 

  

 

 

 

 


